
【款】　　2　総務費

【項】　　5　統計調査費 881千円

主　な　事　業　内＼容　と　成　果

1

統計調査費
881千円

（搾7）

1．学校基本調査　　　　　　　　　　　　　　　　　（5千円）

学校に関する基本事項を調査し、学校教育行政上の基礎資料を得る

ことを目的として実施した。

2．工業統計調査　　　　　　　　　　　　　　　　（236千円）

製造業を営む事業所の生産要素、生産活動の成果を調べ、工業の実

態を明らかにするとともに、工業に関する政策の基礎資料を得ること

を目的に調査を実施した。

調査期日・・・H24．12．31調査員・‥　7名

3．住宅・土地統計調査　　　　　　　　　　　　　（94千円）

住宅及び住宅以外で人が居住する建物に関する実敵並びに現住居以

外の土地の保有状況その他の住宅等に居住している世帯に関する実態

を調査し、住生活関連諸施策の基礎資料を得ることを目的とした統計

調査が平成25年度にあるため、準備調査を実施した。

調査期日・・・H25．2．1　調査員・・・3名

4．就業構造基本調査　　　　　　　　　　　　　　（358千円）

国民の就業及び不就業の状態を調査し、全国及び槻りの就業構造

に関する基礎資料を得ることを目的に実施した。

調査期日‥・H24．10．1　調査員‥・7名

5．経済センサス活動調査　　　　　　　　　　　　（1鉢千円）

昨年度から引き続きの調査である。全産業分野における事業所及び

企業の経済活動の実態を全国及び地域別に明らかにするとともに、事

業所及び企業を調査対象とする各種統計調査の精度向上に資する母集

団情報を得ることを目的として調査を実施した。

調査期日・・・H24．2．1　指導員‥・1名

調査員‥・13名
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【款】　　2　総務費

【項】　　6　監査委員費 305千円

主　な　事　業　内　容　と　成　果

1

監査委員費
305千円

（P87）

1．例月現金出納検査′

地方自治法第235条の2第1項の規定に基づき、一般・特

別会計及び基金について現金の在高及び出納関係諸表等の計数
の確認、現金の出納事務が適正に行われていろか等を主眼とし

て、毎月検査を実施した。

2．定期監査

地方自治法第199条第4項の規定に基づき、町の財務に関

する事顔の執行状況及び事業の管理について定期監査を7月か
ら翌年3月にわたって各所属ごとに実施した。

3．財政援助団体監査

地方自治法第199条第7項の規定に基づき、社会福祉団体
など補助団体の事務の執行状況につき監査を実施した。

4．決算審査、財政健全化判断比率・公営企業資金不足比率審査

地方自治法第233条第2項、同法第241条第5項の規定
により平成24年度一般会計・特別会計の決算及び基金の運用

状況に’っいて、また地方公共団体の財政の健全化に関する法律

第3条第1項、同法第22条第1項の規定により健全化判断比
率及び資金不足比率について、平成25年8月9日に審査し意
見書を提出した。
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【2】歳出科目別の主な事業内容と成果

【款】　1議会費　　　　　　　　　　　　　　　　　83，572千円

【項】　1議会費　　　　　　　　　　　　　　　83，572千円

目 �主　な　事　業　内　容　と　成　果 

1 ■議会費 83，572千円 （P68） L �1．議会の活動状況 

議 会 名 �会 期 �会 議 日 数 �審 議 件 数 �町長提出議案 ������議員提出議案 ���� 条 例 �予 算 ��決 ■算 �そ の． 他 事 件 �専 決 処 分 �条 例 �意 見 書 �決． 議 �そ の 他 

日 �日 �件 �件 �件 ��件 �件 �件′ �件 �件 �件 �件 
6月定例会 �5 �ノ　2 �11 �6 �2 ��1 �2 �0 �0 �0 �0 �0 

9月定例会 �7 �2 �32 �6 �10 ��9 �6 �0 �0 �0 �0 �1 

1草月定例会 �9 �2 �、20 �9 �5 ��0 �1 �2 �1 �0 �0 �2 

3月定例会 �24 �3 �47 �14 �19 ��0 �3 �0 �0 �0 �0 �11 

小　計 �45 �9 �110 �35 �36 ��10 �12 �2 �1 �0 �0 �14 

4月　3日‾臨時会 �1 �1 �21 �0 �1 ��0 �1 �3 �2 �0 �0 �14 

5月1日臨時会 �1 �1 �1 �0 �、0 ��0 �1 �0 �0 �0 �0 �0 

5月22日臨時会 �1 �1 �3 �0 �0 ��0 �3 �0 �0 �0 �0． �0 

8月20日臨時会 �1 �1 �1 �0 �．1 ��0 �0 �0 �0 �0 �0 �0 

小　計 �4 �4 �26 �0 �2 ��0 �5 �3 �2 �0 �0 �14 

計 �49 �13 �136 �35 �38 ��10 �17 �5 �3 �0 �0 �28 

2．委員会の開催状況 

常任委員会 ���開催日数 ���特別委員会等l開催日数 
総務建設産業委員会 ���4日 ���議会運営委員会　l　5日 

民生文教委員会 ���4日 ���議会広報編集委員会l16月 
計 ���8日 ��� 

3．議会の行政視察研修 

研　　　修　　　先　　　と　　　内　　　容 

H24．5．24～25 

宮城県石巻市・南三陸町、福島県国見町 
○災害廃棄物の広域処理に関する現地視察 
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【款】　　2　総務費

【項】　1　総務管理費

843，321千円

667，703千円

目‘ �主　な　事　業　内　容．と　成．果 

1 一般管理費 318，223千円■ （P69）‾ �1．条例、規則、要綱、規程等の制定改廃の状況 

（1）条伊 �区　分 �制定 �改正 �廃止 �計 �び活性化 

条　例 �8　－ �30 �0 �38 

規　則 �7 �31 �2 �40 

要綱等 �7 �8 �0 �15 

規　程 �0 �5 �0 �5 

計 �22 �74 �2 �98 

げの制定 
・企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及 

に関する法律の施行に伴う池田町固定資産税の療例に関する条例 
・池田町常勤の特別職職員の給与の特例に関する条例 

・池田町新型インフルエンザ等対策本部条例 

・池田町町道の構造の技術的基準を定める条例 

・池田町町道に痩ける案内標識等の寸法を定める条例 

・池田町移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定 

める条例 
・池田町移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する 

基準を定める条例 
・池田町布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管 

理者の資格基準に関する条例 

（2）規則の制定 
・池田町役場の執務時間の特例に関する規則 

・池田町税外収入の滞納処分を行う職員に関する規則 

・企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化 

に関する法律の施行に伴う池田町固定資産税の特例に関する条例 

施行規則 
・池田町児童福祉法施行細則 

・池田町障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための 

法律に基づく指定特定相談支援事業者の指定等及び児童福祉法に 
基づく指定障害児相談支援事業者の指定等に関する規則 

・池田町障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための 

法律施行細則 
・池田町母子保健法施行細則 

2．指名競争入札者審査委員会事務及び池田町発注工事契約状況 

（1）指名競争入札者審査委員会開催状況 

開催回数　　　23回 
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（2）工事等請負契約の状況 

（単位：千円） 

契約金額 ��50万円未満 ����50万円以上 ����100万円以上 ���） 

事　項 ������100万円未満■ ����500万円未満 

工事種別・ ��件数 ��金額 ��件数 �金琴 ���件数 �金額 

土木工事 ��6 ��1，558 ��11 �8，142 ���35 �87，225 

舗装工事 ��0 ��0 ��0 �0 ���・1 �1，780 

建築工事 ��0 ��0 ��0 �0 ���5 �16，850 

電気工事 ��0 ��0 ��0 �0 ���‾1 �4，200 

機械工事 ��0 ��0 ��1 �520 ���6 �10，830 

その他工事 ��6 ��1，970 ��4 �3，470 ���17 �31，480 

測量等委託 ��23 ��－　5，899 ��6 �4，087 ���43 �113，580 

計 ��35 ��9，427 ��22 �16，219 �� �108 �265，945 

500万円以上 1，000－万円未満 ���1，000万円以上 �����1計 ����限る 

件数、 �金額 ��件数 ��金額 ���件数 �金額 
8 �50，700 ��22 ��631，200 ���82 �778，825 

0 �0 ��0 ��0 ���1 �1，780 

1 �6，500 ��‾4 ��1，055，100 ���10 �1，078，450． 

0 �0 ��1 ��108，000 ���2 �112，200 

0 �0 ��‘2 ��144，600 ���、9 �155，950 

0 �0 ��1 ��11，750 ���28 �48，670 

6 �39，000 ��5 ��71，601 ���83 �234，167 

15 �96，200 ��35 ��2，022，251 ���215 �2，410，042 

（特別会計含む） 

（3）電子入札の実施状況（ただし、請負契約金額130万円以上に 
一建設工事関係　　　　　　　99件中　95件（実施率　95．96％） 

測量及び建設コンサル関係　13件中　13件（実施率100．00％） 

（4）指名競争入札参加資格審査申請受付 

（岐阜県・市町村入札参加資格審査共同受付分。新規、更新、 

業種追加・取下、変更等合計） 
建設工事関係　　　　　　　　　1，256件 

測量及び建設コンサル関係　　　　　180件 
延べ受付数　　　　　　　　　　　1，436件 

（池田町役場新規受付分） 

経常建設企業体関係　　　　　　　　　　17社 
業務委託関係　　　　　　　　　　　　428社 
物品納入関係．　　　　　　　　　　　4．62社 

延べ受付数　　　　　　　　　　　　　907社 
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主　な　事　業　内　容　と　成　果

3．給与費等決算状況

一般会計

（1）特別職 （単位：千円）

区．分 ��職員数 �給　　与　　費 ����共済費 �合　　計 
報　　酬 �給　　料 �期末手当等 �計 

本 年 度 �長　等 �3 � �18，408 �6，588 �24，996 �2，726 �27，722 議　員 �10 �32，940 � �12，470 �45，′410 �18，813 �64，223 

その他 �408 �44，272 � � �44，272 � �44，272 

計・ �421 �77，212 �18，408 �19，058 �114，678 �21，539 �136，217 

前 年 度 �長　等 �3 � �18，408 �7，040 �25，448 �3，175 �28，623 議　員 �12 �39，300 � �14，877 �54，177 �34，589 �88，766 

その他 �392 �41，034 � � �41，034 � �41，034 

計 �407 �80，334 �18，408 �、21，917 �120，659 �－37，764 �158，423 

比 較 �長　等 �′0 �0 �0 �△　452 �△　452 �△　449 �△901 議＿　員 �△　2 �△6，360 �0 �△2，407 �△8，767 �△15，776 �△24，543 

その他 �16 �3，238 �0 �0 �3，238 �0 �3，238 

計 �14 �△3，122 �0 �△2，859 �△5，981 �△16，225 �△22，206 

（2）一般職給与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区　分 �給　料 �手　　　　　　　当 
扶養手当 �管理職手当 �住居手当 �特殊勤務手当 �時間外手当… 

本年度 �545，171 �15，609 �2，476 �2，912 �195 �25，094… 

前年度 �517，043 �15，682 �2，455 �2，813 �169 �21，705室 

比　較 �28，128 �△　73 �21 �99 �、26 �3，389… 

手　　　　　　当 ����共済費 �合　計 

董通勤手当 �寒冷地・宿日直・ 児童・特例一時金 �期末・勤勉 　手当 �計 

5，829 �13，554 �195，924 �261，593 �203，555 �1，010，319 

5，730 �14，726 �186，121 �249，401 �182，275 �948，719 

99 �△1，172 �9，803 �12，192 �21，280 �61，600 
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目 ��主　な　事　業　内　容　と　成　果　－ 

（3）一般職職員数　　　　　　　　　　　　（単位：人） 

区　分 �一般行政職 �福祉職 �税務職 �教育職 �技能労務職 �合　計 � 

本年度 �・107 �41 �10 �0 �16 �174 

前年度 �107 �3．7 �10 �0 �17 �171 

比　較 �0 �4 �0 �0 �△1 �3 

（職員数は年度末現在） 特別会計 

（1）一般鱒給与　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

1区　分 �給　料 �手　　　　　　　当′ 

扶養手当 �管理職手当 �住居手当 �特殊勤務手当 �時間外手当 

本年度 �31，314 �1，688 �98 �＿318 � �556 

前年度 �34，543 �1，524 �97 �642 � �416 

比　較 �△3，229 �164 �1 �△　324 �0 �140 

（2）一 �手　　　　　　当 ����共済衰 �合　計 

通勤手当 �寒冷地・宿日直・ 児童・特例一時金 �期末・勤勉 　手当 �計 

277 �888 �10，779 �14，604 �9，876 �55，794 

218 �913 �12，267 �16，077 �10，901 �61，521 

59 �△　25 �△1，488 �△1，473 �‾△1，025 �△5，727・ 

几職職員数　　　　　　　　　　　　　　　　（単位‥人） 

区　分 �一般行政職 �福祉職 �税務職 �教育職 �技能労務職 �合　計 

本年度 �4 � � � �6 �10 

前年度 �5 � � � �6 �1．1 

比　較 �△1 �0 �0 �0 �0 �・△1 

（職員数は年度末現在） 
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4．人事管理他 

（1）行政機構及び事務の合理化 

住民サービスの向上、行政需要の高度化・多様化に伴って時代に即 
応した組織機構を編成するため－、また効率的・効果的な行政運営を図 

‾　るため、池田町行政改革大綱を尊重して、計画的・効果的な推進に努 

力している。 

（2）定員管理 

職員の定数については、権限移譲や町民ニーズの高度化・多様化に 

的確に対応するため、職員の適正配置．に努めると共に、組織の適正規 

模に留意しつつ、行財政総点検を実施し事務事業の見直し、組織機構 
の簡素合理化等を積極的に進め、職員定数の適正化と効率的な執行体 

制を継続維持していく。 

（3）職員研修 

職員研修にあたっては、一般行政職員を対象としたクレーム対応研 

修・交渉能力向上研修を実施し、苦情、クレームに対し七配慮すべき 

意識と行動について、また、相手指向にたった論理的な説得の仕方、 

交渉に必要な知識・技術の習得を図り、職員の資質向上に努めた。 
（内容）市町村研修センターを利用した各種の職員研修への参加 

滞納処分できる債権の徴収実務を習得するための研修他 

（4）厚生制度 

職員の保健、福利厚生に関する事項について、下記の事嚢を実施した。 
1）保噂に関する事業 

（5） ��種　　別 ��年代別総合健康診断（一般、心電図、血液、胃部 ���� 

Ⅹ線、腹囲測定、前立腺、乳・子宮癌検査等） 
一実施者数 ��282　名 

種　　別 ��特定健康診査、特定保健指導 

実施者数 ��7　名 

2）福利厚生に関する事業 
・市町村職員共済組合所管の保養施設の活用 

・市町村職員共済組合による厚生施琴の利用助成 

各種相談等利用状況 

種　別1 ��内　容 ��相談員 �相談日． �件数 

行政相談 ��行政に関する相 談等 ��行政相談委員 �毎月第2火曜日 �6 

人権相談 ��人権や悩みごと に関する相談等 ��人権擁護委員 �年7回 �6 
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目 �主　な　事　業　内　容　と　成　果 

2 財産管理費 243，879千円 ‾（P72） �（6）文書の発送と収受の状況　▼ 

郵便発送件数　　　　　18■4，803　件 
、郵便料13，330千円 1．管財事務 

（1）財産の賃貸契約 

ト区　分l使用区分l件l金額（千円）l 

l土　地l賃貸借lll■ll，‾720t 

l　　計　　llLll，720l 

（2）公有財産取得事業 
＜取得事業＞ 

目　的　庁舎駐車場用地費 

所　在　　六之井字深池1534番1　他1筆 
面　積　　274．00Ⅰ正 

金．額　　29，912，086円 

相　手　　池田町土地開発公社 
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（3）保険契約の状況 

（4） （5） �種　　別 ����契　　　　　約 ����に引き続 

件数 ��金額（千円） 

建物災害共済（公有建物） ����64 ��4，119 

火災共済（町営住宅） ����73 ��211 

自動車損害共済 ����77 ��2，031 

総合賠償保険料 ����1 ��1，870 

借地件数及び面椿（H25．3．31現在） 

主管課　　　件数　借地面積（最） 

総務課　　　　　12　　　4，757．32 

住民課　　　　　　5　　　　5，891．76 

健康福祉課　　　　4　　　6，050．34 

建設課‘　　　　1　　　‾　440．00－ 

産業課　　　　　2■0　1，064，8‾80．00 

学校教育課　　　19　　　24，390．58 

社会教育課　　　18　　　29，248．00 

池田温泉　　　　　9　　11，124．00 

合計　881，146，782．00・ 庁舎の節電について 

夏季の電力不足を懸念し、施設の節電に努めた。昨年 

き、8月の1ケ月間は、業務時間を30分前倒しにするサマータ 
イムを取り入れ、冷房使用時間の短縮等による節電対策を実施し 
た。 

庁舎・中央公民館の電力使用量の比較 

24年度 （KWh．） �23年度 （KWh） ��22年度 （KWh） �� 

7月 �60，969 �81，222 ��103，757 

8月 �70，149 �70，226 ��113，530 

9月 �55，382 �60，643 ��92，563 
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目 主　な　事　業　内　容　と　成　果

3

企　画　費

52，030千円

（門5）

4

交通安全

対　策　費

9，980千円

（門5）

1．コミュニティバス運行業務事業

地域の皆様の利便性向上と、公共交通機関の利用促進を図り、高齢

者などの車の運転ができない交通弓緒の移動を確保するため、池田町

コミュニティバスの巡回線、北回り線、南回り線の3コースを運行し

た。平成24年度は、巡回線は8，402人・北回り線は1，459人・南回り線

は1，477人の利用があった。

また、名阪近鉄バス廃止に伴う、代替バス運転（池田町役場～市橋

間）も引き続き運行した。

2．養老鉄還御封ヒ協議会負担金・養老鉄道存続補助金

養老鉄道沿線市町が相互に連携を図りながら、養老鉄道の存続及び

活性化に向けた支援、養老鉄道の利用促進及び収支改善策並びに養老

鉄道のあり方などの研究や交流を行った。

1．交通安全対策事業

町内における道路交通の安全を図り、もって交通事故の防止と町民

の交通安全に対する意識の高掛こ努めた。

（1）池田町交通安全協議会

交通事故の多発を受け、町と協議会との連絡体制を強化し、交通安

全確保のために各種交通安全対策事業を実施した。
・毎月1日・15日の街頭指導

・交通安全運動期間中の街頭指導

・イベントの交通誘導・交通整理

（2）池田町交通安全女性連絡協議会

町内30名の女性を「交通安全女性」として委嘱し、街頭指導などを

して頂き、交通事故防止に努めた。

・毎月15日街頭指導

・交通安全運動期間中の街頭指導
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目 �主　な　事．業　内　容　と　成　果 

（3）交通事故防止対策検討委員会の実施 

平成24年6月6日の片山地区で発生した交通死亡事故に伴 

い、交通事故防止対策検討委員会を開催し、現地調査、参加機 

関の意見聴取、討議を行い、対策として区画線を引いた。 

・（4）交通安全施設整備状況（新設のみ）　　　　（4，565千円） 

交通安全施設 ����平成21年度 ��平成22年度 ���平成23年度 ���平成24年度 �� 

カーブミラー ����23＋52 　塞 ��25基 ���14基 ���35基 

道路照明灯 ���� �� ��� ���2塞 

赤色回転灯 ���� ��2基 ���1基 ��� 

道路注意標識 ���� ��5基 ���4・基 ���2基 

信　号　機 ���� �� ��� ��� 

（5）チャイルドシート貸与事業 

チャイルドシート等の着用促進を図るため、ベビーシー工 

チャイルドシート、ジュニアシートを貸与した。 

貸し出し　　18件 

（6）交通安全教室実施状況 

年度 �子供会 ��保育園 ��小・中学校 ��老～クラブ等 ���PTA役員 ���計 

21 � ��－4 ��5 ��7　■ ���1 ���17回 

22 �2 ��2 ��5 ��7 ���1 ���17回 

23 � �� ��5 ��10 ���1 ���1・6回 

24 � ��1 ��12 ��1 ���1 ���15回 

（7）交通事故件数 

年　　度　′ ��人身事故 ���死　亡 ���負　傷 ���物損事故 

平成21年 ��77件 ���2人 ���107人 ���579件 

平成22年 ��103件 ���4人 ���146人 ���621件 

平成23年 ��88件 ���0人 ���128人 ���624件 

平成24年 ��82件 ���1人 ���106人 ���632件 
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目 �主‾　な　事　業　内　容　と・成　果 

5 文書広報費 5，262千円 （P76） �≠1．「広報いけだ」発行事業　　　　　　低＝262千円） 

● す �年　度 �発行部数 �発行　日 �しく分かりや 

平成21年度 �月　7，750部 �毎月1日 

平成22年度 �月　7，750部 �／／ 

平成23年度 �月　7，780部 �／J 

．＿平成24年度 �月　7，890部 �JJ 

種法令、諸規則、町の諸施策、行事などを正 

く紹介し、町民の方々に役立ち親しみやすい広報づくりに心 

掛けた。また、より多くの方々に見ていただくため、PDF加工 

を魔LJ池田町のインターネットホームページに掲載した。 2．広報活動 

マスメディア（新聞社、有線放送、大垣ケーブルテレビ、岐 

阜放送データ放送等）を活用して‾、町事業の啓蒙普及を行い、 

町の紹介、イベント情報などを発信し、町のPRに努めた。 
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目 �主　　な　　事　業　　内　容　　と　　成　果 

6 �l 

情報管理費 �（1）情報振興事業（19，330千円） 
－33，962千円 （P77） �中央公民館・図書館ネットワ一．ク修繕を行い、光ケーブルの再敷 

設及びテレビの視聴方法をアナログからデジタルへ変更■し利用料等 
のコスト削減を図った。8月中旬め落雷により、中央公民館及び ����図 

書館のネットワーク中継器機器等が故障したため修繕を行った。 
また、八幡小学校準集に伴う仮設校舎への一教育ネットワークの移 

設及びパソコシ教室の再構築を教育委員会と協力して行った。 

・中央公民館・図書館ネットワーク修繕工事　583千円 
・落雷によるネシトワーク中継機器更新　　170千円 

′（2）情報ステイション池田事業　（2，712千円） 

10月に開催された「ぎふ清流国体」のボランティア活動として 

試合会場の様子を随時ホームページに掲載するための支援を行い、 
開催期間中は多くの方に閲覧してもらうことができた。、 

○国体期間中のホームページアクセス数10／5～10／8 

4日間平均　　約251，000アクセス 

※1日平均　約　54，000アクセス 

○情報ズティション池田」利用状況 

平成25年3月31日現在 

（ � �件 �人　数 �町 

情報ス　テイ　シ　ョ　ン利用者 �247　日 �1，942人 

ス　テイ　シ　ョ　ン講座参加者 �115回 �471人 

シ　ニ　ア　ネ　ッ　ト　ク　ラ　ブ �143回 �2，148人 

子　　　ど　　　も　　　講　　　座 �16回 �61人 

計 � �4，622人 

3）電子計算事業（11，920千円） 

現在利用の基幹業務システムの更新を池田町・‾揖斐川町・大野 
の3町で共同導入することを決定し、その準備として新システムと 

なる「総合行政情報システム」ダウンリカバリー用のサーバラック 

を設置し、またサーバ機器等の増加に伴う空調機め増設工事を行っ 
」　0 

総合行政情報システム用サーバラック増設工事　649千円 
サーバラック増設に伴う空調機増設工事　　　630千円 
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目 �主　な　事　二業・内　容　と　成　果 

7 諸　費 4，367千円 （P79） �（1）池田町功労者表彰式ゐ執行状況 

・池田町表彰規程に基づき町内各界の功労者の表彰を行 

った。 

（2） �表彰種別 ��被表彰者 �願った方々に 

功労 表彰 �地方自治 �4 

社会福祉 �1 

農　　業 �2 

学　　芸 �1一 

公共団体 �0 

金員寄付 �1 

計 ��9 

永年勤続区長感謝状贈呈 

永年にわたり区長として、′町の発展に尽力 
感謝状の贈呈を行った。 

勤続年数　　該当人数 
4年　　　　　5名 

8年　　　　　3名 

12年　　　　　1名 
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目 �主　な　事　業　内　容　と　成　東 

（3）旅券発給事務 

県からの権限移譲及び住民サービスの向上を目的とし 
て、パスポート（旅券）の申請・交付窓口を開設し、旅 

券の発給事務を行った。 

（4） �種　一別 ��件　数 ��成振 

年　度 ��24年度 �23年度 

申請′ �10年 �2　3　9 �．2　64　■ 

5年 �194 �215 

訂正 �9 �11 

紛失 �1 �4 

計 ��4　4　3， �4　9　4 

交付 �10年 �2　4　3 �2　6　4 5年 �19　5 �2　0　0 

訂正 �11 �8 

計 ��4　4　9 �4　7　2 

団体育成振興補助金事業 

まちづくりに関連したNPO、関係団体に対し、育 

興の補助金交付を行っ－た。 

交　付　実　績 ����� 

年度　　件　数　　　　　　　金　　額 

24　　　　　　0　　　　　　　　　　　　　　　　0円 

23　　　　　1　　　　　　　　　　55，000円 
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【款】　　2　総務費

【項】　　2　徴税費 121，803千円

目 �主　な　事　業　内　容　と　成　果 

1 �1．町民税 

税務総務費 �町民税の課税にあたっては、ヰ告制度り重要性と収支計算書の 
83，987千円 �提出等指導を重点に所得調査を実施し無申告或は、課税漏れの防、 

（P80） �止につとめ、税の公平化と適正課税に努めた。 

（1）個人町民税の課税状況　　　　　　　（単位：人） 

（ �項　　目＿ ��納　　　税　　　義　　　務　　　者　　　数 ����������� 

均等割 の　み ��所得割 の　み ��均等割と 所得割 ���退職所得 ��計 

普通徴収 ��729 ��452 ��3，630 ���－ ��4，811 

特別徴収 ��568 ��101 ��7，080 ���53 ��7，8b2 

計 ��1，297・ ��553 ��10，710 ���53 ��12，613 

（特別徴収義務者数1，785．社） 

（単位：千円） 
項　　目二■ ��均等割 ���所得割 ���退職所得 ��計 

晋通徴収 ��12，176㌔ ���298，332 ���－ ��310，508 

特別徴収 ��23，869 ���763，863 ���10，287 ��798，019 

計 ��36，045 ���1，062，195 ���10，287 ��1，108，527 

）法人町民税の課税状況 

（単位：件） 

申告件数　芸等警　霊鳥書芸・計 

5吋　　310l　236l　　546l 

（単位：千円） 

均等割額 ��法人税割額 ����計 ����� 

46，074 ��114，073 ����160，147 

ー　49　－



目 ��主・な　事　業　内　容　と　成　果 

2．固定資産税 

固定資産税に係る適正かつ公平化の原則から、均衡化を図ること 

を目標に、全町路線価評価方式導入や土地の現況調査等に万全を期 

した。更に家屋評価では、実地調査等により評価の適正化に努めた。 

償却資産については、申告制度のため、、現地調査と新規課税等 
の調 ��査・中華指導に努めた。 

（1）課税状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l 

（単位：千円） 
区　　　　分 ����納税義務者数 　（人） ���調　定　額 ��円） 

10，387 ���1，349，091 

固定資産楓 　t ��土　　地 ��7，515 ���505，560 

家　　屋 ��8，030 ���574，590 

償却資産 ��317 ���268，941 

国有資産等所在市町村 ����1、 ���4 

交付金及び 納付金 ��交付金 ��、1 ���4 
納付金 ��0 ���0 

計 ����10，388 ���1，349，095 

（2）評価実績 
・土地の部 

（単位： 
区分 地目 �地　　　　　　　積 ������決　定　価　格 ���課税標準額 �� 

筆　数 ��評価 地積 （千d） ��法定免税点 以上のもの （千d） ��総　　額 �法定免税点 以上のもの ��法定免税点 以上のもの 

一般田 �9，209 ��9，083 ��8，643 ��1，007，708 �958，989 ��958，989‾ 

田介在田 �99 ��54 ��54 ��，712，528 �712，528 ��461，624 

畑諾諾 �4，674 ��1，623 ��1，508 ��74，731 �69，334 ��69，334 
46 ��11 ��11 ��140，033・ �140，033 ��89，590 

宅　　地 �25，144 ��4，744 ��4，729 ��82，388，608 �82，158，880 ��30，127，r・805 

鉱泉地 �3 ��b ��0 ��1，670 �1，670 ��1，670 

池　　沼 �．10 ��11 ��10 ��543 �503 ��503 

山　　林 �2，017 ��4，225‾ ��3，885 ��71，472 �65，168 ��65，168 

原　　野 �633 ��203 ��179 ��10，173 �8，940 ��8，940 

鉄軌道 �254 ��37 ��37 ��142，756 �142，756 ��116，270 

その他 �1，268 ��506 ��505 ��6，364，113 �6，357，817 ��4，272，274 

計 �43，357 ��20，497 ��19，561 ��90，914，335 �90，‾616，618 ��36，172，167 

（注）法定免税点　300　千円 
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目 �主　な　事　業　内　容　と・成　果 

・家屋の部 

（単位：千円） 

区　　　分 ��棟　　　数 �床面積2 　　　m �決定価格 � 

木 造 �総　　数 �9，868 �1，084，976 �21，324，078 

法定免税点 以上のもの �9，400 �1，059，065 �21，293，754 

木 造′ 以 外 �総　　数 �5，600 �909，222 �21，145，427 

法定免税点 以上のもの �5，483 �905，655 �21，132，948 

計 �総　　数 �15，468 �1，994，198 �42，469，505 法定免税点 以上のもの �14，883 �1，964，720 �42，426，702 

（注）準定免税点　200千円 

・新増築家屋等の部 

（単位：千円） 

区　　　分 ��棟　　　数 �床面積2 　　　m �決定価格‾ 

木 造 �新築分 �94 �12，231 �852，821 

増築分 �1 �13 �1，331 

計 �95 �12，244 �854，152 

減少分 �87 �5，314 �35，562 

木 造 以 ・外 �新築分 �31 �6，787 �346，653 

増築分 �0 �0 �0㌔－ 

計 �31 �6，787 �346，653 

減少分 �55 �7，704 �127，392 

新増築分　計 ��126 �19，031 �1，200，805 

減少分　計 ��142 �13，018 �162，954 
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目 �主　な　事　業　内　容　と　成　果 

・償却資産の部 

（単位：千円） 

種　　　　　　　　如 �����決　　定　　価　　格 ��� 

町長が決定 したもの ���構＿＿　　築　　　物 ��1，994，307 機械及び装置 ��11，658，365 

船　　　　　　　舶 ��92 

車柄及び運搬具 ��57，628 
工具器具及び備品 ��1，637，711 

計 ��15，348，103 

総務大臣が決定し配分したもの �����3，6．25，799 

廉知事が決定し配分したもの �����304，171 

合　‾　　　　　　　計 �����19，278，073 

（注）法定免税点1，500千円 

．■軽自動車税の課税状況 

（単位．：千円） 

区　　　　　　　分 ���課税台覿 ��調　定　額 � 

原　動　機　付　自　転　車 ���945 ��1，008 

小型特殊・農耕用 ���189 ��541 

軽自動車 �輪 ��252 ��605 

輪 ��1 ��3 

四輪貨物 ��2，307 ��9，205 

四輪乗用 ��5，551 ��39，967 

二輪小型 ��282 ��1，128 

ミ　ニ　カ　ー ��21 ��52 

合　　　　　　　計 ���9，548 ��52，509 
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目 �主　な　事　業　内　容　とノ　成　果 

2 賦課徴収費 �4．その他町税の課税状況 

・町たばこ税　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

塁 間 �区　可売　渡　し　本・数 ���調　　定　　額 ���座 

従量割l �24，837，230本 ��112，166 

・鉱　産　税　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

生　産　量1納税義務者′ ���調　　定　　額 

、539，449t三星砿業恩2社 ���1，019 

○納税広報と滞納整理 
－37，816千円 ��納税思想の高揚と納税成績の向上のため、納税通知書発送時には口 

（P81） ��、の虐蒙を、、り、広　「し ��＼けだ」　によりd　′・のp ���バ　＿をいっ 
ほか、毎年10月～11月を「振替納税の推進月間」と定め町内の金 
機関と連携し町税の振替納税帯 ��リ度の普及に努めた。又、コンビニ収納 
活用し納付の �利便性に努めた。 
滞納者等に対しては、口座振替不能通知・督促状・催告状等段階的に 
書で行い先ず自主納税を促した。文書催告に応じない滞納者には、夜 

司電話による催告及び夜間・休日等の臨戸による徴収を実施し、悪質滞 
納者には確固たる態度で預貯金や不動産等の差押の滞納処分を実施し た。 

（1）振替納税の利用状況 

区　　　分 �納税義務者数 �振替納税 利用者数 ��普及率 （％） �摘、要 � 

町　民　税 �4，673 �2，368 ��50．67 � 

固定資産税 �10，389 �7，644 ��73．58 � 

軽自動車税 �9，677 �4，892 ��50．55 � 

計 �24，739 �14，904 ��60．24 � 

（注1）　納税義務者数は納税通知書発送時の数値 

（注2）　町民税特別徴収分は含まず。 

（2）滞納処分等の実施状況　　　　　　　　　　　　（単位：件）■ 

差押l　　　　　　　差　押　　　　　　　l 

通知l預貯金l給　与l不動産lその他】計l捜索 
20・l62l　ol　3l29　ト94l　o 

（注）不動産差押は新規差押の件数 
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【款】　　2　総務費

【項】　　3　戸籍住民基本台帳費　　　　　　　　31，112千円

目 �主　な＿　事　業　内　容　と　成　果 

1 戸籍住民 基本台帳費 31，112千円 �1．戸籍関係の状況 

（1）本籍・人口数（各年度末魂在） 
（P82）′ �（本籍数単位：戸籍　本籍人口単位：人） 

年　度 �平成20年 �平成21年 �平成22年 �平成23年 �平成24年 � 

本籍数 �9，858 �9，910 �9，955 �10，006 �10，028 

本籍人口 �26，260 �26，－280 �26，297 �26，332 �26，319 

（2）届出件数（平成24年度分） 
（単位：件） 

種別 �窓・口 ��他市町村 から送付 �総数 �（単位：件） 
本籍 �非本籍 

出生 �136 �64 �112 �312 

死亡 �200 �30 �40 �270 

婚姻 �89 �19 �201 �309 

離婚 �27 �4 �24 �55 

転籍、■ �45 �0 �35 �80 

戸籍訂正・更正 �23 �0 �0 �23 

養子縁組 �9 �0 �9 �18 

養子離縁 �8 �0 �8 �‾16 

入籍 �．‾31 �6 �17 �54 

その他 �23 �3 �23 �49 

合計 �591 �126 �469 �1，186 

（3）届出件数の推移 

年　度 �平成20年 �平成21年 �平成22年 �平成23年 �平成24年 

戸籍届出件数 �1，216 �1，237 �1，196 �1，256 �1，186‾ 
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目 ���主　な　事　業　内　容　と　成　果 

2．住民基本台帳関係の状況 

（1）人口・世帯数（各年度末現在） 

住民基本台帳登録者数　（単位‥人　ただし世帯数については単位：戸） 
′年　度 �����平成20年 ���平成211年 �����平成22年 ���平成23年 ����平成24年 ��� �も 

男 �����12，152 ���12，213 �����12，174 ���12，144 ����12，204 

女 �����12，542 ���12，577 �����12，571 ���12，601 ����12，735 

計 �����24，694 ���24，790 �����24，745 ���24，745 ����24，939 

世帯数 �����7，349 ���7，451 �����7，499 ���7，621 ����7，877 

※平成23年までは月本人のみであり、平成24年は住民基本台帳法の改正により外国 
住民基本台帳に登録されたため、．外国人を含む。 人口・世帯数の推移（単位‥人ただし世帯数については単位‥戸） 

年　度 �����昭和35年 ���昭和40年 �����昭和45年 ���昭和5′0年 ����昭和55年 ���昭和6・0年 

人口数 �����15，580 ���－15，610 �����16，533 ���19，341 ����20，949 ���21，651 

世帯数 �����3，191 ���3，462 �����3，902 ���4，585 ����4，981 ���5，209 

年　度 �����平成2年 ���平成7年 �����平成12年 ���平成17年 ����平成22年 ���平成24年 

人口数 �����22，444 ���23，825 �����24，317 ���24，575 ����24，745 ���24，939 

世帯数 �����5，538 ���6，123 �����6，540 ���6，975 ����7，499 ���7，877 

人口・世帯数の推移　　　1ロ人醸・世帯数l ������������������������������� 

25，000 20，000 15，000 10．000 5．000 0 � ����������������������������� 

H35年 ���� �� �� �� ��� �� ��� ��� �� �� ��� 40年　45年　50年　55年　60年　S2年　7年　12年　17年　22年　24年 
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目 �主　な　事　業　内　容．と　成　果 

（2）住民票記載・削除 
・（単位：人） 

記　　載 �����削　　除 ����増減 �� 

年　度 ��転入 ��出生 �の �合計 �転出 �死亡 �の �合計 

平成20年 ��724 ��209 �1 �934 �745 �201 �0 �946 �△12 

平成21年 ��726 ��197 �2 �925 �605 �222 �2 �829 �96 

平成22年 ��’684 ��195 �3 �882 �705 �221 �1 �927 �△　45 

平成23年 ��642 ��211 �0 �853 �611 �242 �0 �853 �0 

平成24年 ��712 ��189 �278 �1，179 �，735 �227 �23 �985 �194 

※平成24年の記載中のその他欄には、平成24年7月9日（改正住民基本台帳法施行日）の 
外国人記載者276人が含まれる。 

住民票の異動状況 ������������� 
（人） 

、700 600 500 400 300 200 100 0 平成 ��ヽ ���������4年 
、、＿　　　　　　　　　　　　　▲＿　　　　　　　　　　　　　　′′′ 

ヽ、、ヽ　ノーヽ、、、、 、、・、、・、√／一′一一一　、、、、・、・、、、▲′′′ 

＋転入 ＋出生 一一★一一転出 一一龍一一死亡 

ー×一一一 

＿＿＿＿＿一・一一一一×－ ���…叫一一一一一一一一一双一一一・一一一一一一一‾‾‾‾　‾‾‾叫一一一一一一一 

－ 

20年　　平成21年　　平成22年　　平成23年　′　平成 
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目 �主　な　事　業　内　容　と　成　果 

3．各種証明書発行状況（平成24年度） 

戸籍・住基関係 

種　別 ����‾件　，数・ ����手　　数　　料 �������� 
有料 ��無料 ��1件当たり ��金　　額■ 

全部 ��戸籍 ��2，5・80 ��483 ��450円 ��3，387，150円 
除籍 ��．299 ��64 ��750円 

個人 ��戸籍 ��1，129 ��60 ��450円 
除籍 ��14 ��0 ��750円 

一部 ��戸籍 ��0 ��0 ��450円 

除籍 ��0 ��0 ��750円 

改製 ��謄本 ��1，291 ��496 ��750円 
抄本 ��5 ��1 ��750円 

除籍 ��謄本 ��627 ��235 ��750円 
抄本 ��17 ��ノ　0 ��750円 

記載事項証明 ����81 ��■－1 ��350円 

計 ����6，043 ��1，340 �� 

住民票謄抄本 ����9，280 ��614 ��、200円 ��1，992，800円 

記載事項 ���明 �336 ��17 ��200円 

戸籍附票証明 ����348 ��458 ��200円 

閲　覧 ����0 ��2，742 ��50円 

計 ����9，964 ��3，831 �� 

印鑑登録 ����759 �� ��150円 ��1，734，750円 

印鑑証明書 ����7，745 ��36 ��・200円 

身分証明 ����239 ��0 ��200円 

その他証明 ����38 ��249 ��200円 

住基カード ����33 ��　　／ ��500円 

計 ����8，814 ��285 �� 

（件）　　　　　発行件数5年間の推移 ������������ロ戸籍謄抄本等 ロ住民票等 ����� 
■印鑑証明等． 

12，000 10，000 8，000 6，000 4，000 2，000 0 ��l 

平成20生　　　平成21年　　　平成22生　　　平成23年　　　平成24生 
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目 �主　な　事　業　内　容．と　成　果 

4．広域住民票等相互発行状況（平成24年度） 

（件数単位：件　手数料単位：円） 

池甲町作成分－ ��池田町受付分 �� 

件　数 �手数料 �件　数 �手数料 

5 �住民票　の　写　し等 ��127 �25，400 �48 �11，900 

戸　籍　謄　抄　本 ��415 �’186，750 �390 �175，500 

除・改籍謄抄本 ��40 �30，000 �24 �18，000 

その他（印鑑証明等） ��90 �18，000 �22 �5，450 

計 ��672 �t260，150 �484 �－210，850 

．＿参考（外国人の登録者数等） 

（1）外国人の登録者数（各年年度末） 
（単位：人　ただし世帯数については単位：戸） 

年　度 �平成20年 �平成21年 �平成2＿2年 �平成23年 �平成24年 

男 �124 �104 �105 �105 �101 

女 �200 �182 �183 �188 �196 

計 �324 �286 �288 �293 �297 

世帯数 �220 �182 �182 �176 �187 

t （2）国籍別外国人登録者数（平成24年度末現在） 

、（単位：件） 
韓国・朝鮮 �中国 �アメリカ �ンドネシ �ペ／レー � 

17 �172 �3 �3 �2 

ブラジル �フィリピン �タイ �パラグアイ �ドイツ 

57 �31 �5 �5 �1 

英国 �合計297人 

1 
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【款】　　2　総務費

【項】　　4　選挙費 21，517千円

目 �主　な　事　業　内　容　と　成　果 

1 選挙管理 �1．選挙人名簿の調整 

委員睾費 �公職選挙法に基づき定時登録、随時抹消、移替え登録により選 
7，644千円 （P84） 2 選挙啓発費 �挙人名轟の調製をし、正確性を確保すべく名簿の縦覧を行づた。 

選挙人名簿登録者数 

1． 2． 1． ��年・月 ��男 ��女 ��計 ��� 

24年　6月 ��9，458人 ��10，025人 ��19，483人 

24年　9月 ��9，484人 ��10，021人 ��19，505人 

24年12月 ��9，465人 ��10，015人 ��1・9，480人 

25年　3月 ��9，473人 ��9，990人 ��19，463人 

＿新有権者に対し、成人式において政治参加の意識をもたせろた 

27千円 （P85） 3 県知．事 ���めに選挙関係小冊子を配布した。 

町内小中学校児童生徒を対象に選挙に対する関心を持たせる為 
に、明るい選挙め啓発を目的としたポスターを募集し、声2作 

品の応募があ、った。 岐阜県知事選挙については、平成25年1月8日に告示、1月 

選　挙　費 ���27日り投開票の’日程で実施され、その管理執行状況は次の通 
7，009千円 （P85） ���りであった。 

事候補者数等 ��当日有権者数 ��投票者 ��棄権者 ��投票率 � 

2人 ��19，375人 ��7，807人 ��11，568人 ��40．29％ 
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、こ．＼

目 �主　な　事　業　内　∴容　と　成　果 

4 衆議院議員 選挙費 6，■817千円 （P86） 5 最高裁判所 裁判官国民 �開票について 
1 1 �年　度 ��平成24年度 ��平成21年度 �� 

開票時間 ��20分 ��46分 

開票作業事務従事者数 ��56人 ��58人 

．衆議院議員解散総選挙については、平成24年12月4日に公 

示、12月16日の投開票の日程で実施され、その管理執行状 

況は次の通りであったこ 

立候補者数等 �当日有権者数 �、投票者 �棄権者 ��投票率 

4人　■ �19，439人 �12，380人 �7，059人 ��63．69％ 

比例 （9政党） �19，439人 �12，377人 �7，062人 ��63．67％ 

．最高裁判所裁判官国民審査については、車成24年12月9日 

に告示、12月16日の投開票の日程■で実施され、その管理執 

審査費 20千円 （P87） ��行状況は次の通りであった。 

裁判官 �当日有権者数 �投票者 �壷権者 ��投票率 

10人 �19，433人 �12，097人 �7，336人 ��62．25％ 

開票について（衆議院議員総選挙・小選挙区） 

年　度 ��平成24年度 ��平成2L1年度 

開票時間 ��1時間7分 ��1時間50分 

・開票作業事務従事者数 ��87人 ��85人 
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